
スマート シティ セーフ シティ

持続可能な財政運営の推進

削減額
約 億円

億円
（前年度当初予算比 ％減）

⚫ 都債発行額

ダイバーシティ

積極的な施策展開 （新規事業： 件）

４兆 億円
（前年度当初予算比 億円減）

⚫ 我が国の景気は、雇用・所得環境が改善する下で、緩やかな回復が続いており、令和７年度
予算における都税収入は約 兆円となりました。

⚫ 一方で、足元で進行する少子高齢化や国際情勢の急激な変化、災害への備えなど、課題が山
積する中、「首都防衛」を図るとともに、希望あふれる東京の未来を切り拓くため、迅速か
つ的確に施策を講じていく必要があります。

⚫ 令和７年度予算では、こうした認識の下、「ダイバーシティ」、「スマート シティ」、
「セーフ シティ」の３つのシティを進化させ、「世界で一番の都市・東京」を実現するため、
積極的な施策展開を図りました。

⚫ 同時に、社会保障関係経費の増加など中長期的な財政需要を見据え、強靱な財政基盤の堅持
に向けた取組も強化しました。具体的には、予算要求段階でのマイナスシーリングや政策評
価におけるデータ活用の強化、事業評価による見直しの徹底など、施策の効率性・実効性の
更なる向上を図り、事業評価による財源確保額は 億円と過去最高となりました。

⚫ また、これまで着実に積み立ててきた基金を積極的に活用しつつ、年度末における残高は
リーマンショック前とほぼ同水準を確保するとともに、都債についても発行額を抑制するこ
とで、将来に向けた財政対応力にも配慮しながら、持続可能な財政運営を行っています。

令和７年度予算編成における財政運営の考え方

⚫ 都債残高

マイナスシーリング

■ 積極的な施策展開と持続可能な財政運営の両立

強靱な財政基盤の堅持

取崩額
億円

１兆 億円⚫ 一定の基金
残高を確保

⚫ 基金の活用

基金の戦略的な活用

施策の実効性・効率性の向上

⚫ 事業評価による財源確保額は
過去最高 億円

⚫ 事業終期設定以降の財源確保額
累計（９か年） 約 億円

都債の計画的な活用

⚫ 更なる見直しが必要な
事業には、原則として
総額マイナス ％の
シーリング
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政策評価・事業評価・グループ連携事業評価の取組

⚫ 限られた財源の中で都政の諸課題に的確に対応していくため、都は予算編成の一環として、
目標の達成度等を踏まえ施策全体の方向性を評価する「政策評価」、一つひとつの事業を検
証し効率性・実効性を向上させる「事業評価」、政策連携団体が行う事業等について都の施
策目標への寄与や取組の方向性を評価する「グループ連携事業評価」の３つの評価を一体的
に実施し、効率性・実効性の高い施策や事業の構築につなげています。

⚫ 政策評価では、局横断的な取組を含む 事業ユニットについて、行政データの一層の活用を
図るとともに、ユニットを構成する各事業の効果や課題等を体系的に整理した上で定量的に
把握・分析し、効果的な事業の構築につなげました。

⚫ 事業評価では、終期が到来する事業の事後検証を徹底するとともに、都民や事業者の視点に
立った類似事業の整理、ＢＰＲ（業務プロセスの最適化）の実施や先端技術の活用等による
業務の見直しなど、取組を強化しました。その結果、 件の評価結果を公表するととも
に、 件の見直し・再構築につなげました。

⚫ このたび３つの評価を “ＴＯＫＹＯメリハリレビュー”として名づけ、評価の取組を広く都民
の皆様にお伝えしていくとともに、内容の一層の充実を図っていきます。

“ＴＯＫＹＯメリハリレビュー”の取組状況

■ 公表件数の推移（事業評価）■
＊ 総事業数 ： 約 事業

■ 財源確保額の推移（事業評価）■

（件）

（年度）

（億円）総件数（令和７年度）
 1,558件

見直し・再構築件数
（令和７年度）

 1,230件

令和７年度
1,303億円

元 元

令和７年度予算のポイント

（年度）

＊ 一般会計分のみ

政策評価
公表件数 ユニット／ 成果指標 指標／ 個別事業 件〔見直し・再構築 件 新規・拡充 件〕

事業評価
公表件数 件〔うち見直し・再構築 件〕 ／ 財源確保額 億円

グループ連携事業評価
評価団体 全 団体／ 協働目標・事業目標 目標・ 指標／ 都事業への反映 件
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政策評価・事業評価・グループ連携事業評価の具体的な取組

事業ユニットの設定

✓ 各分野の外部有識者から意見を聴取
✓ 外部有識者の助言の下、行政データを分析
✓ 事業ユニット全体の方向性を評価

事業ユニット全体の評価

✓ 目標に対する個別事業の効果や効率性・実
効性など、一つひとつの事業を評価

方向性を踏まえた個別事業の評価

✓ 同じ施策目標の達成を目指す複数の事業か
ら構成される「事業ユニット」を設定

⚫ 政策評価は、目標の達成度や外部有識者からの意見とともに、行政データの分析結果などを
踏まえた上で、事業ユニット全体の方向性を評価しています。

⚫ 施策全体の成果指標につながるサブ指標（中間指標）を新たに設定し、事業効果の体系的な
把握・分析ができるよう、仕組みを強化しています。

■ 政策評価

事業ユニットのイメージ

事業効果の体系的な把握・分析に
向けて仕組みを強化

個別
事業

成果指標の達成を目指した
個別事業の実績・効果

成果
指標

事業ユニット全体の
達成すべき指標

サブ
指標

個別事業と成果指標を
つなぐ中間指標

✓ 成果指標につながるサブ指標を新たに設定

■ 事業評価
⚫ 全ての事業に終期を設定し、事後検証を徹底するとともに、関係部局との連携やデジタル関

係評価における外部有識者意見の活用など、多面的な検証を実施しています。

庁 内 連 携 外 部

事業局 財務局 関係部局 デジタル関係評価
外部有識者

多 面 的 な 検 証

視点①

視点②

視点③

効率性（コスト分析の徹底）

実効性（有効性等の吟味）

専門的視点からのチェック

⚫ 令和７年度予算編成では、利用者目線に立った利
便性向上や業務効率化の観点から類似事業の整理
を強化し、事業の集約・統合に係る評価件数とし
て 件の見直しにつなげました。

⚫ また、システム導入などによるＢＰＲの実施やＡ
Ｉ等の先端技術を活用した業務の見直しを積極的
に進めました。

⚫ 平成 年度予算編成からの９か年で、約
件の評価結果を公表するとともに、約 件の
見直し・再構築を行い、約 億円の財源確保
につなげました。
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■ グループ連携事業評価

評価制度の更なる充実
⚫ これまでの評価の取組を通じて、効率性・実効性の高い施策・事業の構築や財源確保

を着実に積み重ねてきました。
⚫ 評価制度の更なる充実に向け、新たに外部有識者を交えた検討会議を開催するなど、

制度運用のアップデートに取り組んでいきます。

⚫ 都の施策目標につながる協働目標及び団体の事業目標を設定した上で、現場目線の課題分析
や外部有識者の意見等を踏まえ、事業の見直し等の方向性を評価しています。

⚫ 成果をより重視する視点から、都民目線に立ったアウトカム目標の新たな設定や進捗状況を
踏まえた事業目標の引上げを促すなど、ブラッシュアップに取り組んでいます。

協働目標・事業目標の設定

✓ 分野専門家等の有識者の視点を活用

✓ 事業の見直しや取組の方向性を評価
✓ 翌年度の予算や団体の取組内容に反映

事業の見直し等の方向性を評価

✓ 都と団体が協働で目指すべき目標を設定
✓ 協働目標の達成に向けた事業目標を設定

目標に対する進捗分析・課題抽出
✓ 社会情勢や都民ニーズの現状を踏まえ、

進捗状況を分析し、事業の課題を抽出

外部有識者からの意見

アウトカム目標の新たな設定イメージ

研修事業の例

都民目線で事業の成果を確認

研修
開催数
●●件

研修受講者
理解度
●●％

都民目線に立って目標を見直し
成果重視の視点を強化

アウトプット目標
（団体（実施者）目線）

アウトカム目標
（都民（対象者）目線）

✓ 成果重視の視点から、アウトカム目標等
を新たに設定
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基金の活用

令和６年度最終補正予算における基金の積立

⚫ 令和６年度最終補正予算では、都民共有の財産である東京地下鉄株式会社の株式の売払に伴う歳
入 億円について、鉄道新線建設等準備基金と東京強靱化推進基金にそれぞれ 億円積み立
てることで、鉄道ネットワークの充実と都市の強靱化に向けた取組につなげていきます。

⚫ また、条例の規定により、税収増の一定額である 億円について、財政調整基金への義務積立を
行います。

⚫ 都はこれまでも、着実に施策を展開し、都政の重要課題に対応するため、歳出精査などによ
り生み出した財源を積み立てるなど、計画的に基金残高を確保してきました。

⚫ 令和６年度最終補正予算においても、東京地下鉄株式会社の株式の売払に伴う歳入を鉄道新
線建設等準備基金と東京強靱化推進基金に積み立て、計画的に活用していきます。

⚫ 令和７年度予算では、都市の強靱化や福祉先進都市の実現、社会資本等の整備に向けた施策
などを着実に進めるため、これまで計画的に積み立ててきた３つのシティ実現に向けた基金
など 億円を積極的に活用し、７年度末における基金残高は１兆 億円となる見込
みです。

⚫ 「世界で一番の都市・東京」の実現に向けた施策を積極的かつ着実に推進するため、将来の
財政需要の動向などをしっかりと見極めながら、引き続き、中長期的な視点に立ち、戦略的
な基金の活用を図っていきます。

＊ 令和５年度までは決算額、６年度以降は年度末残高見込額です。
＊ 過去の基金残高についても、平成 年度からの新たな基金の体系に基づいて分類しています。

元

３シティ基金に類する基金

その他基金（国の交付金等）

財政調整基金

億円

１兆 億円

（年度）

億円

（兆円） ２兆 億円
１兆 億円

１兆 億円

令和７年度当初予算における基金の活用

⚫ 令和７年度当初予算では、東京強靱化推進基金を 億円、福祉先進都市実現基金を 億円
など、合計で 億円を取り崩して活用します。

⚫ 令和７年度末時点において、３つのシティ実現に向けた基金と財政調整基金等の残高見込みは、
１兆 億円となり、リーマンショック前とほぼ同水準です。このように、持続可能な財政運
営の観点から、一定の残高を確保しています。

◼ 基金の残高推移（普通会計ベース）

元
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財政調整基金 億円 億円 － 億円

その他基金 億円 億円 ▲ 億円 億円

区 分
令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度
年 度 末
残 高
（ 最 終 補 正 後 ）

積 立 額
（ 当 初 ）

取 崩 額
（ 当 初 ）

年 度 末
残 高
（ 当 初 ）

セーフ シティ 億円 － ▲ 億円 億円

東京強靱化推進基金 億円 － ▲ 億円 億円

スマート シティ 億円 億円 ▲ 億円 億円

社会資本等整備基金 億円 億円 ▲ 億円 億円

鉄道新線建設等準備基金 億円 億円 ▲ 億円 億円

スマート東京推進基金 億円 － ▲ 億円 億円

緑あふれる東京基金 億円 － ▲ 億円 億円

ゼロエミッション東京推進基金 億円 － ▲ 億円 億円

新築建築物再生可能エネルギー設備設置等推進基金 億円 － ▲ 億円 億円

ダイバーシティ 億円 － ▲ 億円 億円

福祉先進都市実現基金 億円 － ▲ 億円 億円

東京 大会レガシー基金 億円 － ▲ 億円 億円

小 計 １兆 億円 億円 ▲ 億円 億円

◼ ３つのシティ実現に向けた基金

合 計 兆 億円 億円 ▲ 億円 兆 億円

一般会計 兆 億円 億円 ▲ 億円 兆 億円

特別会計 億円 － ▲ 億円 億円

◼ 国の交付金等により積み立てた基金

＊ 積立額は利子積立を含まないため、令和７年度の年度末残高は、６年度末残高と７年度積立額・取崩額の合計と一致しません。

◼ 財政調整基金

令和７年度における基金の積立・取崩状況（普通会計ベース）
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元
＊ 令和５年度までは決算、６年度は最終補正後、７年度は当初予算時点です。 （年度）

（億円）

都債を計画的に活用

１兆 億円

７兆 億円

⑦当初 ４兆 億円

最大１兆円を超える
大量発行

（兆円）

都債残高

都債発行額

約４割減

都債の活用

◼ 都債発行額と都債残高の推移

元

リーマン
ショック

⚫ 都は平成 年度以降、財政再建の取組を通じ、都債発行の抑制に努めるとともに、その後も、
都税収入などの状況に応じた都債の発行を行うなど、堅実な財政運営に努めてきました。

⚫ 令和６年度最終補正予算においては、歳出の精査等により生まれた財源を活用して、過去に
発行した金利の高い都債の繰上償還を実施することで、後年度における金利負担の軽減を図
り、持続可能な財政基盤の構築に努めました。

⚫ 令和７年度予算においても、将来世代への負担も考慮して都債の発行額を抑制し、将来に向
けての発行余力を培いました。その結果、都債の発行額は前年度当初予算に比べて 億
円、 ％減の 億円となり、都債残高は、前年度当初予算発表時の見込みに比べて

億円減の４兆 億円となりました。

⚫ 令和７年度における起債依存度は ％と、前年度に比べて ポイント低下しており、国
（ ％）や地方（ ％）と比べて、低い水準を維持しています。

◼ 都・国の人口１人当たり起債残高の推移

万円 万円
万円

平成 年度 令和７年度 平成 年度 令和７年度

国都

＊ 都内総人口は、「東京都の人口（推計）」（東京都総務局）によるものです（平成 年 月１日、 年 月１日、令和６年 月１日時点の
もの）。

＊ 総人口は、「人口推計」（総務省）によるものです（平成 年 月１日、 年 月１日、令和６年７月１日時点のもの）。
＊ 都債残高は一般会計ベースであり、令和７年度都債残高は当初予算時点です。

万円万円

年度

万円

年度

約 倍

⑥当初 ４兆 億円
⑥補正後 ４兆 億円

⑥当初
億円

⑥補正後
億円

⑦当初
億円
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元

グリーン・ブルーボンド ソーシャルボンド サステナビリティボンド

元

都

（％）
◼ 起債依存度の推移（当初予算）

（年度）

地方財政計画

国

元
＊ 平成６年度、 年度及び 年度の都の数値は、同時補正後です。
＊ 令和７年度の地方財政計画の数値は、「令和７年度地方財政対策の概要」によります。

サステナブルファイナンスの取組（令和７年度： 億円程度）コ ラ ム

• 都では、全国の自治体に先駆けて、平成 年度から「東京グリーンボンド」を、令和３年
度から「東京ソーシャルボンド」を発行してきました。令和６年度からは、グリーンボン
ドに海洋環境の保全等を対象に加え、「東京グリーン・ブルーボンド」としています。

• 令和７年度は、６年度に発行したサステナビリティボンドをバージョンアップし、「ＴＯ
ＫＹＯレジリエンスボンド」を海外市場において発行します。資金の充当先をＴＯＫＹＯ
強靭化プロジェクト事業に特化し、強靱化の取組を後押ししていきます。

• 今後も、環境対策や都市の強靱化等の都の施策を強力に推進するとともに、国内に加えて
海外からも幅広く投資資金を呼び込み、サステナブルファイナンス市場を活性化していき
ます。

◼ 発行額の推移
（億円）

億円程度

＊ 令和５年度までは実績額、６年度は見込額、７年度は計画額（内訳は未定）
＊ 特別会計・公営企業会計の額を含む。また、令和５年度以降は借換分を含む。

R6 サステナビリティボンド
（グリーン＋ソーシャル事業）

R7 ＴＯＫＹＯレジリエンスボンド
 （ＴＯＫＹＯ強靭化プロジェクト事業に特化）

海外市場

R3～東京ソーシャルボンド
（福祉・住宅事業ほか）

H29～東京グリーンボンド
  （脱炭素化事業ほか）

R6～東京グリーン・ブルーボンド
     （海洋環境保全事業を追加）

国内市場

（年度）
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東京戦略（案）事業費一覧コ ラ ム

• 東京戦略（案）の令和７年度事業については、 ％の予算化を図り、全会計で総額
２兆 億円を計上しています。

「戦略」の柱 年代の東京の姿「ビジョン」 令和７年度事業費

子供（ ） 全ての子供の笑顔を育み、チルドレンファーストの社会へ

子育て 望む人の「叶えたい」を支え、一人ひとりの自己実現を応援

教育 子供・若者が希望を持って、自ら伸び、育ち、未来を創造

若者 将来を担う若者が希望に満ち溢れ、描いた夢を叶えられる東京

女性活躍 誰もが自らの生き方を性別にとらわれず選択できる社会

働き方 誰もがいつでも自分らしく、よりポジティブに働き、活躍する東京

長寿（Chōju） 心豊かに老い、いつまでも輝けるアクティブなChōju社会を実現

コミュニティ
（ ） 支え合いの輪を拡げ、誰もが「つながり」を実感できる社会へ

共生社会 インクルーシブシティ東京は多様な個性が輝きさらなる高みへ

スタートアップ イノベーションが次々と生まれ世界の変革と成長を東京が牽引

デジタル 世界で最も情報技術を使い、便利で快適な「スマート東京」

国際金融 サステナブルな未来を拓く世界の金融ハブ・東京へ飛躍

産業 次の成長産業を東京から発信し、世界の経済を力強く先導

観光 訪れるたびに新しい体験や発見がある、世界を惹きつける東京へ

文化・エンタメ 東京発の洗練された価値が世界中の人々を刺激し、心を潤す

スポーツ 誰もがスポーツを楽しむ、世界に誇れるスポーツ拠点に発展

まちづくり・住まい 日本の成長を牽引し、人がいきいきと輝く都市・東京

インフラ・交通 世界一のインフラが、人をつなぎ、暮らしを支える

緑と水 豊かな緑と水が織りなす潤いと安らぎの都市 東京へ

ゼロエミッション 脱炭素社会を実現し、世界のネットゼロ達成に大きく貢献

都市の強靭化 災害の脅威から都民を守る世界で最も強靭な都市へ

防災 災害から命を守り、安全・安心＋快適に暮らせる東京

まちの安全安心 犯罪、事故、火災等から都民の命と安全安心な暮らしを守る

医療 誰もが住み慣れた地域で安心して必要な医療を受けられる

多摩・島しょ 地域の魅力を最大限活かし、快適で満たされた暮らしが実現

構造改革 時代を切り拓く変革が都民の生活の質を高めている

オールジャパン 全国各地と共に支え合い発展する「共存共栄」を実現

未来共創 多様な主体との連携を深化させ、明るい未来が実現している

総 計
＊事業費は、計数等未整理につき変動することがあります。
＊事業費は、一般会計、公営企業会計などを含む全会計分です。
＊各戦略は、再掲事業を含めた金額であり、総計は、本掲事業のみを積み上げた金額です（各戦略の事業費の合計と全体
の総計は一致しません。）。

（単位：億円）
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■ 地方法人課税の不合理な見直しによる影響額（令和７年度）

地方法人課税の不合理な見直しについて

⚫ 地方税財政制度においては、平成 年度税制改正以来の累次にわたる地方法人課税の見直し
により、法人二税の国税化が進められてきました。

⚫ 一連の見直しによる令和７年度の影響額は、仮に税制改正がなかった場合と比較して、
▲１兆 億円となっており、この措置が都財政へ及ぼす影響は少なくありません。

⚫ 都は、地方が果たすべき役割と権限に見合った財源を一体として確保できるよう、地方税財
政制度の本来あるべき姿を目指し、今後とも、国に強く働きかけていきます。

令和７年度当初予算

①
▲ 億円 法人事業税の一部を特別法人事業税として国税化

億円 特別法人事業税を地方譲与税として都道府県に
配分（令和７年度地方財政対策：２兆 億円）

② ▲ 億円 法人住民税の一部を地方法人税として交付税原資化

▲ １兆 億円

③ ▲ 億円 法人事業税の一定割合を都道府県内の市町村に配分

▲ １兆 億円

①法人事業税の
一部国税化

・法人事業税（所得割・収入割）の一部を特別法人事業税として国税化
・国税化した分は特別法人事業譲与税として都道府県に対し人口に応じて配分

法人事業税の約３割が国税化。地方交付税の不交付団体である都は、譲与税の配分
に当たり、人口に応じて按分された額から最大 ％が控除

②法人住民税の
交付税原資化

・法人住民税法人税割の一部を地方法人税として国税化し、地方交付税として配分
不交付団体である都は、国税化による税率引下げ分が減収

③法人事業税
交付金

・法人住民税の交付税原資化に伴う市町村の減収補てん等のため、法人事業税の一定割
合を、都道府県内の市町村に配分
＊特別区相当分は、法人事業税交付対象額を特別区財政調整交付金の総額に加算し、
条例で定める割合を乗じて得た額を交付（これによる影響額は②に含まれる）

■ 地方法人課税の不合理な見直しの概要

法 人 事 業 税

【法人住民税法人税割の標準税率】
道府県民税： →
市町村民税： →

【国税化による税率引下げ分】
道府県民税：▲
市町村民税：▲

特別法人事業
譲 与 税

法 人 住 民 税

法人二税・譲与税
小 計

法 人 事 業 税
交 付 金

合 計
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▲

▲

▲

▲

▲

▲

元

• 自治体ごとの人口規模や産業構造などに違いが
ある中、財源の不均衡を調整し、各自治体が一
定の行政サービスを提供できるよう必要な財源
を保障するために、地方交付税制度が設けられ
ています。

• 地方税に地方交付税などを加えた人口１人当た
りの一般財源額で比較した場合、都は全国平均
とほぼ同水準となっており、決して高い水準に
あるわけではありません。

東京都 Ａ県 平均

地方税 地方交付税 地方譲与税等

万円 万円

万円 全国平均
と同水準

最大の県の
約半分

＊ 総務省「令和５年度 地方財政状況調査」（都道府県分）より作成
＊ 人口は令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口

東京都 最大の県 全国平均

コ ラ ム 地方税財政制度のあるべき姿を目指して

• それにもかかわらず、都は、地方法人課税の一連の不合理な見直しにより、令和７年度は
兆円、平成 年度以降の累計で 兆円もの都税収入が奪われています。

■ 累計影響額の推移
（年度）

• 我が国の財政は、国と地方の歳出配分が４：６である一方、国税と地方税の配分は６：４
と逆転しており、累次の地方法人課税の不合理な見直しにより、地方の自主財源である地
方税の割合は低下の一途をたどり、地方分権に逆行している状態です。

• 日本全体が持続的な成長を遂げるためには、限られた財源を地方間で奪い合うのではなく、
地方が果たすべき役割と権限に見合う地方税の充実・確保こそが重要です。

• 真の地方自治の実現に向け、国に対し、国・地方間の税財源の配分見直しなど、地方税財
政制度の抜本的な改革に向けて取り組むよう、しっかりと働きかけていきます。

兆円 元

▲ 兆円

▲ 兆円

都が 年代までに行う
地震対策（ 兆円 ）を超える規模

兆円は…

＊「 強靭化プロジェクト upgrade Ⅰ」より

人口１人当たりの一般財源額

＊ 累計に含まれる各年度の影響額は、令和５年度までは決算、６年度は最終補正後予算、７年度は当初予算ベースです。

都民１人当たり年間約 万円、累計約 万円
の税金が奪われている！
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